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〈研究論文〉

（概　要）

2021年初頭以降、日本の対中国関係は、米国によって政治、経済両面から揺さぶられている。政治

的には、日米首脳による共同声明で「台湾海峡の平和と安定」に言及した。これは日中両国の国交が

正常化した1972年以降初めてで、中国を強く刺激することになったが、日本はジョー・バイデン政権

に説き伏せられた、と報じられている。さらに2022年2月の北京冬季五輪・パラリンピックをめぐって、

米国が中国の人権問題を理由に「外交ボイコット」を発表。日本も追随せざるを得ず、閣僚の派遣を

あきらめた。経済的には、中国ビジネスに携わる日本企業が大きなリスクに直面している。これにも

人権問題にこだわる米国の意向が影を落とす。

日中関係が好転する兆しが見えない中、中国の負のイメージを強めるようなニュースをメディアが

次々に報じられる。問題の大きな背景には、中国の台頭と米国の相対的な地位低下が招く国際情勢の

不安定化への懸念がある。

ドナルド・トランプの共和党からジョー・バイデンの民主党に政権交代した2021年前半の情勢を

中心に、メディアの報道を通して、日本を取り巻く状況と日本が取るべき選択肢、今後の展望につい

て分析してみたい。（本稿は、2021年9月24日にオンライン開催された「第10回東アジア学術交流フ

ォーラム」での報告＝原文は英語＝を加筆修正したものである。）
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はじめに

日中関係に関しては、政治・外交面、経済面、

安全保障・軍事面、社会面等複数の様々な要素

によって構築され、また様々な角度から研究が

なされてきている。

小林によると、日中関係に関するこれまでの

研究は、総論型研究 ( 日中関係の全般に対して

包括的な考察を加えたもの ) と各論型研究 ( 日

中の個別の論点に関して深く論じたもの ) の2

種類に大別する1。総論型研究はさらに、「通史

分析型」と「現状分析及び将来展望型」に分け

られ、田中明彦の研究 (1991) や、毛里和子の研

究 (2006) または天児慧の研究 (2006) 及び朱建栄

の研究 (2005) がその典型である。これらの研究

の共通の特徴として、日中両国を取り巻く国際

的環境が日中関係に大きな影響を及ぼす要因と

して挙げられ、特に米中関係や、東アジアのパ

ワーバランスなどが重要な要素として指摘され

ている。言い換えれば、アジア太平洋で大きな

影響力を持つアメリカが政治・外交面、経済面、

安全保障面、社会面においても日中関係に少な

からず影響を与えているといえよう。

特に、21世紀に入ってから、日中の経済規模

には逆転が生じ、中国が急速に国力を向上さ

せ、2010年には GDP 世界第2位の経済大国と

なった。これを受け、中国の台頭がアジア太平

洋地域の力関係に変化を与えることを問題意識

とし、中国の国力の向上に伴う軍事、外交及び

日米中のパワーシフトなどに関する国際関係論

の観点から、アメリカとの関係と絡んで日中関

係を多角的に検討する研究が数多く現れてき

た。外務省国際問題調査研究・提言事業の「日

米中関係の中長期的展望」や東京財団政策研究

所の「日米中関係の行方」などが挙げられる。

中国の台頭が、経済は中国、安全保障はアメリ

カというねじれ現象を引き起こしている事態に

着目し、中国の台頭に対し、アメリカとの関係

を基軸として、他の国々と協力すべきである

が、アジア太平洋地域の複雑な政治・経済環境

の中で、確たる主体的な構想と柔軟な外交を展

開しなければならないと指摘した 2。さらに、

軍事面、経済面、科学技術面など様々な側面で、

米国と中国の対立が激しさを増す中、日本は最

大の貿易相手国である中国と、安全保障上の唯

一の同盟国である米国との争いに巻き込まれ、

日中関係にも影を落としていると論じている。

近年の日中関係について考察した論文も国際

政治学または経済学のアプローチからなされた

ものが多く、特に安全保障情勢の視点で、競争

と協力が併存する構造の中に、協力戦略は競争

のためにあると分析されている。習近平政権期

の日中関係について論じた江藤論文3や、日中関

係の四要因モデルを提示した高原論文4などが

挙げられる。江藤論文は現在の日中関係は尖閣

諸島の帰属問題をめぐる恒常的な緊張関係に基

づく構造に移行し、米中関係の悪化を受け日本

は、アメリカ、アジア諸国、ヨーロッパ諸国の外

交戦略をバランスする対中政策をとっており、

モデレーターとして役割を担おうとしているこ

とを指摘する。また高原論文は日中関係を動か

す要因を国内政治、経済利益、国際環境と安全

保障、国民の感情、認識に分け、特に国際環境と

安全保障要因の中に、米中対立が日中関係の推

進に大きな役割を果たしていると同時に、安全

保障は日中関係に大きく影を落とす要因と指摘

している。また、日中両国には、歴史認識問題、

尖閣諸島情勢などに関して認識に相違が生じる

ことは、マスメディアの報道や、中国共産党の

宣伝などにより、両国で事実が必ずしも正確に

認識されていないことに起因する部分もあると

し、認識ギャップを回避するには、正しい知識
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の学習とその普及が欠かせないと指摘する。

多くの学者が指摘されたように、日本は外交

と安全保障をアメリカに依存しているから、ア

メリカに歩調を合わせるのはある意味では当然

のことであるが、アメリカはトランプ政権から

バイデン政権に交代した後、日本の対中関係に

どのように影響を与えているのかについて分析

する論文がまだ少ない。

日本の取り巻く状況と日本がとるべき選択肢

を検討するために、本稿では、アメリカの政権

交代した2021年前半の情勢を中心に、日中相互

イメージを通して日中関係の現状を考察する上

で、バイデン政権になってから、日中関係を関

わる国際政治及び経済活動をめぐるメディア報

道に焦点を当てて考察することとする。

第１章　日中関係の現状

（１）内閣府の調査

内閣府は毎年、外交に関する世論調査を実施

している。日本と諸外国・地域との関係を質問

しており、近年はアメリカ、ロシア、中国、韓国、

オーストラリア、中東、アフリカ、中南米、北朝

鮮を取り上げている。最新の調査 5 は、2021年

9月〜11月に実施した。

2021年の調査によると、「中国に対する親近

感」の設問では、「親しみを感じる」が20.6%、

「親しみを感じない」が79.0% だった。２番目

の設問は「現在の日本と中国との関係」で、こ

れに対する回答は、「良好だと思う」が14.5%、

「良好だと思わない」が85.2% だった。３番目

の設問は「今後の日本と中国との関係の発展」

だった。今後の日中関係の発展は、両国や、ア

ジア及び太平洋地域にとって重要かどうか、を

聞いたところ、「重要だと思う」が78.7%、「重

要だと思わない」が20.9% だった。

中国に対する親近感や日中関係の現状に対し

ては否定的な答えが多かったが、今後の日中関

係については、重要だと認識している人が多か

った。

「中国に対する親近感」については、1978年8

月からデータがある。1989年までは「親しみを

感じる」が「親しみを感じない」を大きく上回

っていた。当時は、1972年の国交正常化、パン

ダの来日、官民の交流拡大、中国の改革開放政

策など、肯定的なニュースが否定的なニュース

よりも多く伝えられた。

中国は1976年に文化大革命が終結、国内の混

乱がようやく収まり、社会が正常化に向けて動

き始めた。それまで情報が乏しかった中国への

関心が高まり、産業界は中国市場の潜在的な大

きさに注目し始めた。日本政府も中国の経済建

設を支援するため資金・技術供与を推進し、そ

うしたことが親近感の醸成に一役買った、と考

えられる。

1989年の「政治風波」によって、中国に対す

る印象は一気に悪化した。その後は、「親しみ

を感じる」と「親しみを感じない」が拮抗する

局面が続く。

貿易額、日本企業の進出拡大に伴って、中国

の在留邦人も増えていった。同時に日本メディ

アも駐在記者を増やし、取材拠点を増強した。

肯定的な話題だけではなく、否定的な話題も含

む様々な側面が伝えられる新しい時代になっ

た。日中間では、歴史認識をめぐって度々、衝

突が起きた。

それでも、日本政府と産業界は、中国市場の

取り込み、国際分業体制の推進に力を入れてい

た。 中 国 が 悲 願 と し て い た 世 界 貿 易 機 関

（WTO）への加盟を日本政府が強力に後押し

していたこともあって、日本の主力産業は、本
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格的に中国の製造・販売拠点を増やしていっ

た。例えば、自動車メーカーは大規模工場を中

国各地に建設している。日本だけでなく世界の

自動車メーカーは例外なく、中国に製造拠点を

展開している。今では中国が自動車産業の「主

戦場」となっている。

中国との経済関係の緊密化とは別に、2004年

以降は、「親しみを感じない」が増加し、今に至

っている。日本経済は中国抜きには生存できな

い状況であるにも関わらず、「親近感」は別の

動きを示している。背景には、2010年に中国の

経済規模が日本を追い抜き、その差が開き続け

ている、という現実が大きく影響している、と

考えられる。日本の相対的な地位低下は、中国

に対する感情的な反発を生んでいることは否定

できない。

合わせて、日本政府が「親中」姿勢から「反中」

「嫌中」姿勢への転換を強めていることも響い

ている。例えば、現在の菅義偉内閣は、前任の

安倍晋三内閣を模して、断続的に、中国に対し

て厳しい姿勢を示している。歴史認識や領土問

題をめぐる衝突、米中両国の経済対立も「親近

感」に影響を与えている。

（２）民間組織による日中共同調査

日本の民間組織「言論 NPO」は、2005年か

ら毎年、日中共同世論調査を実施している。中

国国内で継続的に実施されている世論調査は、

この調査だけである。最新の調査 6 は2021年8

月〜9月、両国でそれぞれ実施された。

2021年の調査によると、「日中両国民の相手

国に対する印象」の設問では、以下の通りの結

果が出た。中国に「良くない」という印象を持

っている日本人は90.9%（ 2020年89.7%）と増

加している。中国に「良い」印象を持っている

日本人は9.0%（2020年10.0%）と減少している。

これに対して、日本に「良い」印象を持って

いる中国人は32.0%（ 2020年45.2%）で、13.2

ポイント減少した。日本に「良くない」印象を

持っている中国人は66.1%（2020年52.9%）で、

13.2ポイント増加した。

相手国に「良い」印象を持つ理由は、日本人

の場合、「中国の観光地や雄大な自然に関心が

あるから」（31.1%）、「中国古来の文化や歴史に

関心があるから」（30.0%）、「中華料理や中国の

最近の音楽や文学などに関心があるから」

（30.0%）だった。中国人の場合は、「日本製品

の質は高いから」（52.6%）、「日本人は礼儀があ

り、マナーを重んじ、民度が高いから」（49.4%）

が多かった。

相手国に「良くない」印象を持つ理由は、日

本人の場合、「尖閣諸島周辺の侵犯」（58.7%）、

「中国が南シナ海でとっている行動が強引で違

和感を覚えるから」（49.2%）、「国際的なルール

と異なる行動をするから」（ 49.1%）だった。

中国人の場合は、「中国を侵略した歴史につい

て き ち ん と 謝 罪 し 反 省 し て い な い か ら 」

（77.5%）が突出して多く、「日本が魚釣島及び

周辺諸島を『国有化』し、対立を引き起こした

から」（58.7%）が次いで多かった。2020年から

最も増加したのは、「一部の政治家の言動が不

適切だから」（21.0%）で、8.7ポイント上昇した。

「現在の日中関係」を「悪い」と判断してい

る日本人は54.6%（ 2020年54.1%）で、半数を

超えている。「良い」と判断している日本人は

2.6%（ 2020年3.2%）だった。一方、「悪い」と

判断している中国人は42.6%（2020年22.6%）で、

20ポイント増えた。「良い」と判断している中

国人は10.6%（2020年22.1%）で、11.5ポイント

減った。日本人と中国人の認識は異なっている。

「日中関係の発展を妨げるもの」の設問では、
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「領土をめぐる対立」を日本人の56.7%、中国

人の62.4% がそれぞれ挙げ、いずれも突出して

多かった。日本人は領土問題に次いで、「日中

両政府の間に政治的信頼関係ができていないこ

と」（39.6%）、「日中両国民の間に信頼関係がで

きていないこと」（ 33.0%）を挙げた。中国人

は領土問題に次いで、「中日両政府の間に政治

的信頼関係ができていないこと」が29.3% で、

2020年から10.4ポイント上昇した。

「日中関係は現在重要か」の設問では、「重要」

と考える日本人は66.4%（2020年64.2%）だった。

「 重 要 」 と 考 え る 中 国 人 は 70.9%（ 2020 年

74.7%）だった。「重要ではない」と考える中

国人は22.4% で、2020年から13.1ポイント上昇

した。これは尖閣諸島をめぐって対立が激化し

た時（2013年24.0%）に次ぐ高さだった。

「日中関係向上のために有効なこと」の設問

では、日本人は「世界のルールに基づく自由貿

易体制の推進や他国間の国際協力など国際課題

の解決に向けた協力」（31.9%）、「両国政府間の

信頼向上」（31.1%）、「尖閣諸島に関する領土問

題の解決への努力（ 26.3%）。中国人は「歴史

問題での和解」（ 55.2%）が2020年より13.3ポ

イント上昇した。次いで「両国政府間の信頼向

上」が37.0% だったが、2020年45.4% だった「首

脳間交流の活発化」は28.5% で、16.9% ポイン

ト下落した。

（３）中国共産党 100 年をめぐる報道

中国共産党は2021年7月1日に創建100周年

を迎えた。これに合わせて、日本の全国紙は、

連載記事を掲載した。

日本経済新聞は、「分岐点の中国共産党100

年」のタイトルで、上中下３回連載。初回（ 6

月28日）は「『開放』から再び『統制』へ / 一

党支配、揺らぎ警戒」の見出しで、経済運営を

中心に分析。「強権の道 / 経済を原動力に」と

題した関連特集記事で、歴代の主な最高指導者

と政治手法の分析、年表を載せた。

朝日新聞は、連載記事「中国共産党100年 /『強

国』の現在地」の第１回（6月29日）は、創建

記念日に合わせて突貫工事が進む新型コロナウ

イルスのワクチン製造工場の建設現場や中国全

土に拡大する高速鉄道網を取り上げ、国力の増

強、国際社会との摩擦を分析した。第2回（ 6

月30日）は「不動産神話、政府のカネ生む」と

の見出しで、「バブル」の危険性をはらむ不動

産開発の実態を指摘した。第3回（７月１日）

は「新疆、モスクにらむ監視カメラ」との見出

しで、少数民族地域の問題を取り上げた。

読売新聞は、連載記事「中国共産党100年 /

きしむ大国」の第１回（6月27日）で、チベッ

ト自治区、新疆ウイグル自治区のルポを掲載。

宗教政策、漢語（公用語）教育、町の再開発事

業を取り上げた。第2回（ 6月28日）は習近平

総書記と他の歴代指導者の政治手法の比較、第

3回（ 6月29日）は香港の一国二制度を分析、

第4回（ 6月30日）は、共産党と巨大企業経営

者の緊張関係を取り上げた。第5回（７月１日）

は、対外政策を取り上げ、受け入れられない海

外の言説には強く反論し、中国の立場を頑なに

主張する姿勢を論じた。

毎日新聞は、連載形式ではなく、「中国共産党

100年」のワッペンを作り、6月29日には、「台

湾統一行き詰まり」との見出しで、武力路線と

平和路線をそれぞれ分析した。７月１日は、同

じワッペンを付けた記事で、「権力集中、強国化

の源」の見出しをつけ、年表とともに、中国共

産党の100年を振り返った。

各紙は社説でも取り上げた。

日本経済新聞は７月２日、「中国共産党は世
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界との溝埋める努力を」の見出しで、「中国共

産党という存在が今ほど世界中で意識された時

代はない。習近平政権はその影響力の大きさを

自覚しつつ、世界とどう折り合いをつけていく

のか熟慮する必要がある」と主張した。

朝日新聞は７月２日、「誰のための統治なの

か」との見出しで、「習氏はきのう『中国人民

の幸福を求める』のが党創設からの使命だと述

べた。ならば改めて、結党の志に戻るべきだ」

と指摘した。

読売新聞は７月２日、「強国路線拡大には無

理がある」との見出しで、「対外的な強硬姿勢

は、諸外国との不必要な摩擦を引き起こし、か

えって国益を損なう。大国となった中国は、そ

のことを自覚すべきだ」と強調した。

毎日新聞は７月１日、「分断を招く大国では

困る」との見出しで、「世界の分断を招かぬよ

う、責任ある大国として、対話へと軸足を移す

べきだ」と主張した。

各紙に共通しているのは、中国の国力増大を

客観的に認めると同時に、今後の経済運営と政

治手法、国際社会との関係に重大な関心を示し

ている点である、と言える。

日本の主流メディアの中国報道を概観する

と、中国の経済規模が日本を追い越し、国力増

大が明確になった2010年以降、中国の国際的な

影響力を警戒する姿勢が目立つようになった。

中国では2012年11月、習近平総書記が選出さ

れ、その後、強力なリーダー像を築き上げた。

日本では2012年12月、第2次安倍晋三内閣が誕

生し、その後、中国に厳しい姿勢を示すことで

支持者の心をつかんできた。こうした日中間の

政治的緊張も反映して、日本の主流メディアの

中国報道は、厳しい論調が続いてきた、と見て

良い。

第２章　国際政治をめぐる動き

（１）日米首脳会談

2021年4月16日、ワシントン D.C. で日米首

脳会談が行われ、菅義偉首相とジョー・バイデ

ン大統領は、共同声明を発表した。声明は「台

湾海峡の平和と安定の重要性」を明記した。東

シナ海や南シナ海情勢のほか、「香港、新疆ウイ

グル自治区における人権状況への深刻な懸念」

についても言及した。

台湾情勢が日米首脳の共同文書に明記された

のは、毎日新聞によると、1969年の佐藤栄作首相

とリチャード・ニクソン大統領の会談のみだ7。

「台湾」言及は、52年ぶりのことで、1972年の

日中国交正常化以降、初めてになる。

読売新聞によると、「共同声明の表現で最も

調整が難航したのは、台湾問題だ 8。3月に日本

で開かれた外務・防衛担当閣僚による日米安全

保障協議委員会（ 2プラス2）では『台湾海峡

の平和と安定の重要性を強調」との文言で一致

した』が、『米側は表現を強めるよう求めた』。『こ

れに対し、日本側は中国の反発を懸念して2プ

ラス2と同レベルにとどめるよう主張し、綱引

きが続いた』。両首脳による交渉の結果、米側

の主張が通り、『「両岸問題の平和的解決を促

す」の一文を加えることで決着した』。

読売新聞によると、米側は、香港や新疆ウイ

グル自治区での人権状況についても、2プラス2

共同発表より踏み込んだ表現を希望したが、日

本が嫌がり、米側が妥協した。日本側は「日米

のメッセージが過度に刺激的となり、中国を硬

化させて、かえって緊張が高まる」事態を避け

たかった、という。

日本経済新聞9によると、「米国の対中強硬へ

の転機はドナルド・トランプ前政権だった。中
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国経済を育てれば民主化が進むと考える（バラ

ク・）オバマ政権までの『関与政策』を覆し、

関税措置などで貿易赤字を減らすよう迫っ

た」。「当初は対中で弱腰になるとの見方もあっ

た（ジョー・）バイデン米大統領。（4月）14日

にアフガニスタン駐留米軍の9月までの撤収を

表明した際、中国を『21世紀型の脅威』と説明

し、対中国に資源を集中する姿勢を明確にし

た」。バイデン政権は「同盟国や友好国を引き

入れて中国を囲い込む団体戦へと戦術を変え

た」。最優先の仲間は日本だという。

新華社通信 10 によると、中国外務省報道官

は、日米首脳共同声明について、「台湾、釣魚島

（尖閣諸島）は中国の領土。香港、新疆に関わ

ることは完全に中国の内政だ。南海（南シナ海）

諸島と周辺海域は議論の余地のない主権を有し

ている。米日共同声明に対して強い不満と断固

とした反対を表明し、双方に厳正な申し入れを

した」と語った。

（２）７カ国 (G7) 首脳会談

2021年6月11日〜13日、英国コーンウォー

ルで、G7(7カ国 ) 首脳会議が開かれ、日本の菅

義偉首相のほか、米国、フランス、ドイツ、英

国、イタリア、カナダ、欧州連合（EU）の首

脳が出席した。首脳声明では「台湾海峡の平

和及び安定の重要性を強調し、両岸問題の平和

的な解決を促す」と記した。台湾海峡の平和

に言及するのは、G7首脳会議が始まった1975

年以来初めて。中国に強い姿勢を示すことに

よって米国内での政権基盤を固めようとする

バイデン大統領にとっては、満足のいく結果だ

ったようだ。

日本経済新聞11によると、首脳声明は「 1975

年のランブイエ以来、サミットの歴史で初めて

『台湾海峡の平和と安定』と記した。日本政府

関係者によると、菅義偉首相と（ジョー・）バ

イデン米大統領が欧州諸国の慎重論を押し切っ

て盛り込んだという」。

毎日新聞12は、外交筋の話として次のように

報じた。声明で「中国を名指しで批判すること

には、欧州側に慎重論があり、取りまとめは難

航したという。そのため、バイデン氏は菅義偉

首相に協力を求めた。『ともに議論をリードし

よう』。サミット２日目の（6月）12日、討議の

合間に語りかけたという」。「経済状況の悪化を

懸念し中国との関係維持に腐心する日本政府だ

が、首相はサミットでバイデン氏との連携を優

先し、G7の結束を呼びかけた」。

共同通信13によると、「（菅）首相は、欧州各

国の説得に腐心するバイデン氏の『補佐役』と

して動いた」。「バイデン政権は中国に対抗する

民主主義連合の形成に前のめり。米高官らはサ

ミット期間中『われわれの価値を反映した選択

肢を示す』との言葉を繰り返した」。「フランス

の（エマニュエル・）マクロン大統領とアンゲ

ラ・メルケル氏（ドイツ首相）が日米の強い主

張を『受け入れる形で決着した』（外交筋）の

は最終日（ 6月）13日朝。当初、中国を名指し

しての批判に消極的だった英国の（ボリス・）

ジョンソン首相も強硬論に加わった」。

同じ共同通信によると、日米両首脳の「満足

感」をよそに、「G7内には依然濃淡が」残った、

という。「中国の巨大経済圏構想『一帯一路』

に参加するイタリアの（マリオ・）ドラギ首相

は閉幕後、対中関係は『協力、競争、率直さが

必要だ』と強調。マクロン氏も『G7は中国に

敵対するクラブではない』。メルケル氏は気候

変動分野での協力を中国に求め『中国抜きに解

決策は得られない』と訴えた」。
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（３）北京冬季五輪への対応

2022年2月の北京冬季五輪・パラリンピック

について、米国政府は12月6日、選手団以外の

外交使節団を派遣しない「外交ボイコット」を

発表した。

日本経済新聞14によると、新疆ウイグル自治

区などでの中国の人権弾圧に抗議する狙いがあ

る。サキ大統領報道官は「バイデン政権は22

年の北京冬季五輪・パラリンピックにいかなる

外交・公式代表も派遣しない。中国がウイグル

で大量虐殺や人道上の罪を犯し、その他の人権

侵害を続けていることを考慮した」と述べた。

米国の選手団は通常通りに派遣し「全面的に支

援し、百パーセント応援する」と語った。

オーストラリア、英国、カナダが米国に同調

する中、日本は対応に苦慮した。政府は12月

24日、政府代表団を派遣しない方針を発表、閣

僚など政府高官の派遣を見送る。米国や英国

などと足並みをそろえる一方、「外交ボイコッ

ト」との表現は使わず、中国に一定の配慮を示

した。

読売新聞15によると、岸田首相は24日、中国

に自由、基本的人権の尊重、法の支配の保障を

働きかけていることを指摘した上で、「北京五

輪への対応については、これらの点も総合的に

勘案し、自ら判断を行った」と語った。北京大

会には、日本オリンピック委員会（ＪＯＣ）の

山下泰裕会長、日本パラリンピック委員会（Ｊ

ＰＣ）の森和之会長、東京五輪・パラリンピッ

ク大会組織委員会の橋本聖子会長が出席。日本

選手団も予定通り参加する。自民党の安倍晋三

元首相らが政府に「外交的ボイコット」を求め

ていたが、首相は「日本から出席のあり方につ

いて特定の名称を用いることは考えていない」

と語った。

2021年の東京五輪に対し、中国は全面支持の

立場を示してきた。札幌は2030年冬季五輪の

招致を表明している。2022年は、日中国交正常

化50年の節目でもある。中国は最大の貿易相

手国であり、多数の日本企業が中国ビジネスに

携わり、利益を上げている。そうした現実の下

で、日本政府は、米中両国の立場をそれぞれ配

慮しなければならない状況にある。

第３章　経済活動をめぐる動き

（１）中国の人権問題をめぐる制裁

中国の少数民族問題をめぐって、欧米と中国

が対立している。少数民族の集住地域で生産

されている商品は、「強制労働」の恐れがある

として、米国や欧州連合（EU）が輸入を禁止。

中国が対抗措置を発動し、対立が激化してい

る。

米国は2021年1月、新疆ウイグル自治区で生

産された綿製品とトマトの輸入を禁止した。

CNN16によると、米税関・国境警備局（CBP）

は「もとにした情報から、収容所の収容者や受

刑者を労働力として活用し、強制労働を行って

いる実態が合理的に示唆される」と説明した。

国務省は、新疆ウイグル自治区では１００万人

を超えるウイグル族並びに少数派のイスラム教

徒が大規模な収容施設に拘留されている、と推

定している。中国政府は、疑惑を否定している。

日本経済新聞 17 によると、欧州連合（EU）

は3月22日開いた外相理事会で、中国での少数

民族ウイグル族の不当な扱いが人権侵害にあた

るとして、中国の当局者らへの制裁を採択し

た。対中制裁は約30年ぶりで、同日付で発動し

た。EU が中国に制裁するのは、EU の前身組

織の時代を含めて、1989年の天安門事件以来。
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日本経済新聞の別の記事18によると、ウイグ

ル族の不当な扱いをめぐって、米国、英国、カ

ナダは3月22日、中国政府当局者らへの制裁を

発表した。ブリンケン国務長官は声明で「国際

的に非難が広がるなかで中国がウイグル自治区

でジェノサイド（民族大量虐殺）や人道に対す

る罪を続けている」と強く批判した。「我々は

世界中の同盟国と連携し、中国による犯罪行為

の即時停止と犠牲者のための正義を訴えてい

く」と強調した。

中国外務省の華春瑩報道官は3月23日の定例

会見19で、「米国、カナダ、英国、EU が嘘と虚偽

情報に基づき、人権を理由に中国の新疆ウイグ

ル自治区の関係者と機関を制裁したが、中国は

これを強く非難する。中国外務省の責任者はす

でに EU と英国の駐中国大使を呼び出し、厳正

な申し入れを行った。22日夜、中国側は直ちに

厳正な立場を表明するとともに、EU の関係機関

と個人を制裁すると宣言した。すでに米側とカ

ナダ側にも厳正な申し入れを行った」と述べた。

ウイグル問題が世界的によく知られるように

なったきっかけの一つは、2月に流れたニュー

ス報道だった。毎日新聞 20 によると、「世界中

に大きなショックが広がったのは２月初旬、英

ＢＢＣの報道がきっかけだった」。「『私の役目

は彼女たちの服を脱がせ、動けないように手錠

をかけることでした』。報道は、新疆ウイグル

自治区の施設にいた女性らの証言を基に、施設

内で組織的な性暴力が行われていたという内容

だった。中国政府は『うそを広めている』と否

定したが、人権重視を掲げる欧米各国からは懸

念や非難の表明が相次いだ。」

BBC の報道21は、「『彼らの目標は、すべての

人を破壊すること』キャンプに収容されたウイ

グル人が組織的なレイプを主張」の見出しで伝

えられた。

BBC の別の報道 22 によると、「カナダ下院は

（ 2月）22日、中国が新疆ウイグル自治区でイ

スラム教徒少数民族に対しジェノサイド（集団

殺害）を行っているとする動議を賛成多数で採

択した」。

ロイター23 によると、オランダ下院も2月25

日、新疆におけるジェノサイドに関する決議を

欧州で初めて可決した。

（２）日本企業への影響

少数民族の人権問題を巡る中国と欧米との対

立は、産業界にも波紋を広げた。人権侵害の疑

いがある新疆産の商品の一つとして、「新疆綿」

の問題が持ち上がった。世界的なアパレルブラ

ンド企業は国際社会から、「強制労働が疑われ

る商品」の取引停止や削減を求められた。スウ

ェーデンの H&M は2020年9月、新疆に工場を

持つ中国企業との取引を停止し、同自治区産の

原材料を使用しない、と表明した。他のアパレ

ル企業も同様の態度表明をした。「新疆産の原

材料を使用しない」と表明した外国企業に対

し、中国メディアや消費者による不買運動が拡

大した。

新疆の人権問題に絡んで欧米が制裁を発動し

た後、中国共産主義青年団が2021年3月24日、

SNS で「うわさを流し、新疆綿をボイコットし

ながら、金儲けをするのか」と発信し、H&M

を批判した。その後、中国メディアと消費者に

よる H&M への不買運動が爆発的に拡大した。

アパレルブランド企業にとって、中国は最重

要市場の一つ。国際社会と中国政府と消費者の

板挟みになり、窮地に追い込まれた。

日本経済新聞24によると、中国のネット上で

は、米ナイキ、独アディダス、英バーバリー、日

本のユニクロ（ファーストリテイリング）が批
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判にさらされている。H&M は、ネット通販か

ら締め出され、ネット上の地図やクチコミサイ

トから店舗情報はすべて消えた。無印良品

（MUJI）を運営する良品計画は、「新疆綿」の

使用を続ける、と表明している。

日本経済新聞は、アパレル主要50社の「新疆

綿」への対応（ 5月19日時点）を調べ、5月22

日に結果を報じた。使用14社、不使用16社、調

査中7社、無回答13社だった。「使用」と答え

た企業のうち4社は「継続」と答えた。

（３）「ジェノサイド」認定と日本の態度

読売新聞 25によると、仏司法当局は、新疆で

の人権問題を巡り、「人道に対する罪」の隠匿

の疑いで、ユニクロの仏法人など４社に対する

捜査を始めた。民間組織（NGO）が告発して

いた。告発は、オーストラリア政府によって設

立された国家安全保障政策シンクタンク、オー

ストラリア戦略政策研究所の報告書「Uyghurs 

for Sale」(2020年3月１日発表 ) に基づいてい

る 26。

日本語仮訳「売り物のウイグル人―新疆地区

を越えての『再教育』、強制労働と監視―」は、

日本の国際人権 NGO「ヒューマンライツ・ナ

ウ」が公式サイトに掲載している27。報告書は、

アップル、ナイキ、アディダス、ユニクロを含

む83の国際的な有名ブランドが、ウイグルその

他の少数民族に対する強制労働によって何らか

の利益を得ている、と指摘している。また、多

数のウイグル人が新疆から他の地域へ強制移住

させられていることにも言及している。

毎日新聞 28 によると、ウイグル問題に関し

て、他国に先駆けて強い対応を取ったのが米

国。ドナルド・トランプ政権のマイク・ポンペ

オ国務長官は、退任を目前に控えた2021年１月

19日、中国政府の好意を「ジェノサイド」と認

定した。

中国政府は、「内政干渉」と強く反論している。

毎日新聞は同じ記事の中で、次のように伝え

ている。1948年に国連で採択されたジェノサイ

ド条約29は、人種や民族、宗教によるグループ

を破壊する目的で（１）メンバーを殺害する

（２）重大な身体的・精神的危害を与える（３）

身体的な破壊をもたらすための生活条件を課す

（４）出生を防止する措置を強制する（５）子

供たちを別のグループに強制的に移す――と定

義している30。

毎日新聞は、さらに、「ポンペオ氏は中国政府

のどのような行為が『ジェノサイド』なのかや、

ジェノサイド条約にどう関わるかを説明したわ

けではない。だが、ポンペオ氏の後任のブリン

ケン国務長官は『ウイグル人にジェノサイドが

行われたという私の見解に変化はない』と明言

した。国際法上の犯罪である「ジェノサイド」

を持ち出して対中圧力を強める手法は、バイデ

ン政権誕生後も引き継がれることになった。そ

れに対し、日本政府は中国政府の行為が『ジェ

ノサイド』に当たるのかどうか、はっきりとし

た見解は示していない」。「茂木敏充外相は１月

２９日の記者会見で米国の『ジェノサイド』認

定について問われた際、『新疆ウイグル自治区

に関しては、重大な人権侵害が行われていると

いう報告が数多く出されている。今般の米国の

判断は強い問題意識の表れだろう』と理解を示

した。そのうえで『わが国としても深刻に懸念

している』と米国と歩調を合わせたものの、『ジ

ェノサイド』かどうかの評価には踏み込まなか

った。

ウイグル問題をめぐって、日本は、米国とは

一定の距離を置いている。
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（４）米国によるウイグル製品禁輸

バイデン大統領は12月23日、「ウイグル強制

労働防止法案」に署名し、同法が成立した。少

数民族の強制労働問題を理由に、中国新疆ウイ

グル自治区からの輸入を原則として禁じた。

180日後の2022年6月に施行される。

朝日新聞 31 によると、「同法は米議会が先導

し、超党派の圧倒的な支持で成立へと至った。

輸入品の一部でも新疆産であれば強制労働によ

るものとみなし、輸入者がそれを否定する証拠

を示せなければ、米税関・国境警備局（ＣＢＰ）

が輸入を差し止める」という。

中国ビジネスに関わる日本企業は、米国と中

国の板挟みにあい、苦しい対応を迫られる。日

本経済新聞32によると、「完成品だけでなく、部

材が新疆ウイグル自治区の生産であれば対象に

なる。米国で事業を展開する日本企業は、製品

の製造工程に同自治区が関わっていないか調達

先を2次、3次まで確認する必要がある」。「米政

府によると、綿製品の世界生産の2割を占める

ほか、太陽光パネルに使うシリコン部材の世界

生産の45% を担う」。「携帯電話などの電子機

器、靴、手袋、麺、印刷物、おもちゃ、ヘアウイ

ッグなども主要な製品だ。今後は生産拠点や調

達先をほかの地域へ変更するメーカーが出てく

る可能性がある」。

終わりに　日本の立ち位置

（１）日本経済にとっての米中両国

日本と米中両国の経済関係を簡単に振り返っ

てみよう。ジェトロ世界貿易投資報告（ 2020

年版）33によると、2019年の世界貿易は、輸出ベ

ースで18兆5,047億ドル（前年比2.9% 減）。

うち米国は、1兆6,452億ドル ( 前年比1.2%

減、世界シェア 8.9% ＝世界2位 )。中国は、2兆

4,979億ドル（同0.3% 増、シェア13.5% ＝世界1

位）。日本は、7,057億ドル（同4.4% 減、シェア

3.8% ＝世界5位）。

輸入ベースで見ると、世界貿易は19兆0,290

億ドル（前年比 3.1% 減）。うち米国は、2 兆

4,984億ドル（前年比1.7% 減、世界シェア13.1%

＝世界1位）。中国は、2兆0,686億ドル（同1.9%

減、シェア10.9% ＝世界2位）。日本は、7,208億

ドル（同3.7% 減、シェア3.8% ＝世界4位）。

輸出入合計（世界の貿易相手国）でみると、

中国は世界1位、米国は2位となっている。日

本の貿易相手国としても、１位は中国、２位は

米国だった。

中国は「世界の工場」として、各国に輸出す

ると同時に、米国に次ぐ「世界の市場」として、

各国から輸入している。2010年以降、米中両国

の貿易総額はほぼ拮抗、世界にとって両国はと

もに重要な貿易相手国となっている。

国・地域別にみると、総じて中国向けの輸出

シェアが大きくなっている。日本、韓国、台湾、

ASEAN は、中間財輸出で中国向けシェアが上

昇している。つまり日本、韓国、台湾、ASEAN

は、中国とつながる GVC（グローバル・バリ

ュー・チェーン）に組み入れられている。

グローバル・バリュー・チェーン（global 

value chain）とは、国際分業体制の下で、複数

の国・地域にまたがって製造するプロセスのこ

と。アップルのアイフォーンを例に取ると、日

本、韓国、台湾、ASEAN などで製造された部

品（中間財）を中国各地の工場に集められる。

そこで加工・組み立てされ、完成品（最終財）

が世界各国に輸出され、販売されている。アッ

プルの本社は米国である。日本、韓国、台湾、

ASEAN は、中間財輸出を通じて中国と強い結
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びつきを有している。同時に、対米付加価値輸

出のうち、かなりの部分を中国経由で輸出して

いる。

経済のグローバル化の中で、米国と中国は、

日本経済にとって不可分の関係である。また、

米国と中国にとっても、日本経済の重要性は小

さくない。

（２）最大の自動車市場としての中国

2017年は、世界で9,680万台の自動車が販売

された。メーカー別に見ると、①フォルクスワ

ーゲン1,074万台 ( 中国販売418万台 )、②ルノ

ー日産三菱1,060万台 ( 中国販売151万台 )、③

トヨタ1,038万台 ( 中国販売129万台 ) だった。

中国での販売台数は、世界一多い2,912万台。

うち独系メーカーは484万台 ( シェア19%)、日

系420万台 (17%)、民族系（中国国産ブランド） 

1,087万台 (43%) だった。

中国以外の国別の順位は、②米国1,758万台

③日本523万台④ドイツ 381万台だった。フォ

ルクスワーゲンの中国販売台数は、ドイツ全メ

ーカーのドイツ国内販売台数を上回っており、

中国への依存を示している。

日系自動車メーカー8社は2017年、日本国内

の生産が919万台、海外生産が1,927万台、合計

2,846万台。輸出443万台、国内販売は472万台。

比較対象として、中国販売は455万台となって

いる。

トヨタ自動車は2020年、世界で952万台を販

売（前年比11.3% 減）し、５年ぶりに世界一と

なった。４年連続首位だった独フォルクスワー

ゲン（ＶＷ）グループは930万台（15.2% 減）で、

２位になった34。

新型コロナ感染拡大の影響を受けたが、両社

の明暗が分かれたのは中国市場だった。トヨタ

は、コロナの影響が比較的小さかった高価格帯

の車種に強く、179万台（10.9% 増）を販売、８

年連続で過去最高を更新した。ＶＷは低価格帯

の販売低迷が響き、384万台（9.1% 減）にとど

まった。

中国での日系大手５社の2020年の販売は、

517万台（ 1.7% 増）で、２年連続で500万台を

超えた35。

日本の2020年の国内市場は、459万台（11.5% 減）

だった。このうち軽自動車は171万台（10.1% 減）

で、軽自動車を除くと、288万台（12.3% 減）36。

日本のメーカーにとって、中国市場の重要性は

明らかだ。

（３）識者・経営者の見方

朝日新聞は2021年5月〜6月、全国の主要企

業100社を対象にアンケート調査を実施した。

米中関係の見通しについて質問したところ、66

社が「現状と変わらない」と答え、「摩擦が激

しくなる」が10社、「関係改善に向かう」は3

社だった37。

バイデン氏の勝利が確実となった直後の

2020年11月の前回調査から、「摩擦」は９社増

え、「改善」は１０社減った。昨秋よりも関係

改善の期待が薄れ、三菱重工業の泉沢清次社長

は「トランプ政権の対中政策の原則をバイデン

政権も引き継いでいる」と語った。ウイグル問

題のような中国国内の人権問題が両国間の新た

な火種になるとの見方も多かった。

対立が及ぼす事業への影響について、37社が

「ある」と答えた。日本ガイシの小林茂社長は

「前政権と『変わらない』ということなので、

結構厳しい状態だ」と述べた。住友化学の岩田

圭一社長は「グローバルサプライチェーンの見

直しの動きが本格化する可能性がある」と懸念



　バイデン政権と日本の対中関係

− 35 −

を示した。

田中明彦・政策研究大学院大学学長は、毎日

新聞紙上でスウェーデンのイエーテボリ大学Ｖ

−Ｄｅｍ研究所の報告書を提示しながら、次の

ように語っている38。

「Ｖ−Ｄｅｍの政治体制の四つの区分にそっ

て、１９年段階で国内総生産（ＧＤＰ）の世界

全体に占める比率を計算してみると、閉鎖専制

国が１７％、選挙専制国が１２％、選挙民主国

が１１％、自由民主国は６０％となる。閉鎖専

制国のほとんど（１３・６％）は中国である。

つまり、自由民主国は３２カ国しかないが、そ

の経済規模は依然として世界を圧倒している。

この市場規模と経済力を過小評価する理由はな

い。」

「結局、民主主義諸国にとって外的な脅威と

なるのは中国のみである。その中国に対しても

自由民主国全体の経済規模は圧倒的に大きいの

である。主要７カ国（Ｇ７）諸国のＧＤＰだけ

で世界の４５％を占めている。２１世紀にはい

ってからの中国の目覚ましい高度成長に幻惑さ

れて、中国人も世界の多くの人々も、未来は専

制国のもとにあるように錯覚してきた。自由主

義的な民主制の国々が真剣に連帯していけば、

統治形態としての民主主義の優位性を示してい

くことは十分可能であろう。」

バイデン政権の誕生に伴い、日本国内でも、

中国との政治体制の違いに注目し、中国との対

決を重視する見方は、かなり浸透している、と

言えるだろう。

国分良成・前防衛大学校長は、日本経済新聞

に対し、次のように答えている39。

「日本は対話と抑止、国際的な連携強化で中

国に対処するしかない。特に対話での外交力は

重要だ。かつての米ソ冷戦と米中冷戦は違う。

中国はソ連と違って国際経済に深く入り込んで

いる。中国からみても国際システムに入らなけ

れば生きてゆけない。」

「中国外交の現状はかなり苦しい。その辺に

着目して相手も妥協できる批判や提言ができる

かだ。中国が簡単に聞き入れるとは思えない

が、それぐらいしか手がない。」

中国との対決を重視する見方が広がる一方

で、対話による外交の重要性を訴える見方も、

中国ウォッチャーの間では少なくない。

宮本雄二・元中国大使は、毎日新聞に対し、

次のように語っている40。

「中国も米国と正面切ってけんかするつもり

はないが、自分たちの核心的利益を米国が押さ

えつけようとすれば断固として抵抗する、との

方針は変わっていない。そうすると、必ず両国

が軍事や経済でぶつかることになるが、ぶつか

れば次第に角が取れていく。経済に影響が出れ

ば双方の政策が修正され、台湾で軍事衝突しそ

うな事態に直面すれば、逆バネが利いて必ず修

正される。それが5年、場合によっては10年続

くことで新たな安定した米中関係が浮上してく

るだろう。その間の危機管理が特に重要だ。」

「その米中関係は、右手で殴り合いながら左

手で握手したり、ニコニコしながら机の下で蹴

飛ばし合ったりする関係でしょうが、すぐリン

グに上がって殴り合うような関係ではなくな

る。それが関係が安定するということだ。実践

の積み上げでしか構築できない。」

「日本は（台湾に対する中国の立場を「十分

理解し、尊重」するとした）72年の日中共同声

明の基本線を守らなければならない。中国が、

日本は『一つの中国』政策を放棄したと認識す

れば、中国には強硬手段に出る以外の選択肢が

ない。台湾の独立を阻止するためには、中国は

米国と戦争になっても軍事的行動を取らざるを

得なくなる。それが台湾問題だ。非常に敏感な
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難しい問題なだけに、政治家には慎重に発言を

してほしいと思う。」

「ただ、中国の経済は日本にとって極めて重

要。私は多くの経済専門家に、中国経済を抜き

にした日本経済再生の道はあるのかと質問して

きたが、策を示せる専門家に出会ったことは一

度もない。可能な限り中国市場から利益を得

て、日本経済を活性化させていくしか方法はな

い。中国と安全保障面で問題があればあるほ

ど、外交・経済分野での中国との協力を倍加す

ることで、バランスを取る必要がある。」

「バイデン政権が打ち出した競争と協力の関

係のもとでの平和共存は、日中関係にも適用で

きる。両国の首脳が直接話し合いながら、競争

と協力という相反するものを内包した新しい日

中関係を構築しなければいけない時代に入って

いる。」

日本と中国との関係においては、安全保障上

での懸念が増している。だからこそ、外交努力

と経済交流を一層拡大させることで、関係を安

定化する必要性が増している、との認識だ。

読売新聞は、中国共産党創設100年を受けた

社説を掲載した。その中で、次のように主張し

ている41。

「台湾海峡で有事が起きた場合は、日本も甚

大な影響を受けることが避けられない。日米首

脳会談に続き、先進７か国（Ｇ７）首脳会議の

成果文書でも初めて、台湾問題が明記された。

Ｇ７の結束強化は不可欠である。」

「中国は海洋、サイバー、宇宙など幅広い領域

で影響力拡大を図っている。菅政権は緊張感を

もって、対応を急がねばならない。尖閣諸島な

ど東シナ海の安定を守るため、不測の事態を想

定した体制を整備すべきだ。」

その上で、日中両国の経済関係および東アジ

アの安定に対する両国関係の重要性を念頭に、

次のように強調している。

「一方で、日本にとって中国は、経済面でも東

アジアの安定においても極めて重要な隣国であ

る。対立一辺倒で自ら緊張を高めるような言動

は避けるべきだろう。」

最後は、「日本は米欧などと連携し、中国が法

の支配、自由、人権などの普遍的価値観や国際

ルールを尊重するよう、対話で粘り強く促して

いくことが重要だ。」と結んでいる。

読売新聞は、政権よりの論調で知られる日本

最大の新聞社だ。そのような新聞社だが、「対立

一辺倒で自ら緊張を高めるような言動は避ける

べき」と、政府および政治家に釘を刺している。

この論考で繰り返し指摘してきたように、日

中関係は、経済分野の結びつきを考えるだけ

で、その重要性ははっきり理解できるはずだ。

今もっとも必要とされることは、「対立」を煽

るのではなく、「対話」によって関係を少しで

も好転させる努力だ。この一文を結論としたい。
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